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新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに

備えた入院医療提供体制等の整備について（第３版） 

I. （削除） 

II.都道府県調整本部の設置及び広域搬送の調整について 

〇 都道府県に県内の患者受入れを調整する機能を有する組織・部門（本資料

においては、以下「都道府県調整本部」というが、名称は各都道府県で適切

に設定すること）を設置すること。なお、直近の感染状況に鑑み、本事務連

絡の発出後、早急に、都道府県調整本部を設置されたい。都道府県調整本部

には県域を越えて患者の受入れを調整する場合を想定して、広域調整担当者

をおくこと。 

 

〇 都道府県調整本部には、集中治療、呼吸器内科治療、救急医療、感染症医

療の専門家、災害医療コーディネーター等に必要に応じて参加を要請すると

ともに、搬送調整の中心となる「患者搬送コーディネーター」を配置するこ

と。患者搬送コーディネーターは、24 時間いつでも搬送調整が必要になる

ことを考慮し、複数名選定すること。その際、円滑な搬送調整実施のために、

患者搬送コーディネーターのうち少なくとも１人は、自然災害発生時におけ

る「統括ＤＭＡＴ」の資格を有する者であることが望ましい。患者搬送コー

ディネーターは患者の状態を考慮した上で搬送の是非、搬送先の選定を行う

必要性があるため、集中治療にも精通していることが望ましいが、そうでは

ない場合には、集中治療に関する専門家の参画を要請し、患者搬送コーディ

ネーターと連携して搬送調整を行うこと。 

 

〇 また、今後の感染状況等に応じて、「I.医療提供体制等を整備する際の基

本的な事項について」で述べたように、都道府県域を超えた広域で患者の受

入れ調整を行うことも踏まえて、各地域で感染が拡大する状況をそれぞれ想

定し、隣県の都道府県と事前に広域搬送の調整・準備を行っておくこと。そ

の際には、予め地理的な繋がりや関係がある各都道府県調整本部の広域調整

担当者が中心となって具体的に、患者受入れ先となる医療機関（候補）の確

認や搬送手段・搬送ルートの検討等の調整・準備を行っておくこと。広域調

整先の都道府県については、地方厚生局の区域にとらわれず、各都道府県の
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実情に応じて柔軟に調整すること。 

 

〇 都道府県域を超えた広域調整を行うに当たっては、厚生労働省としても都

道府県調整本部への厚生労働省職員の派遣も含めて必要に応じて支援を行

う予定であるため、調整状況や事前の準備状況について、厚生労働省へ報告

をお願いする。 

 

〇 都道府県調整本部は、都道府県内の重点医療機関の設置等の医療体制整備

状況、各医療機関の病床稼働状況、人工呼吸器や ECMO の稼働状況等を把握

した上で、新型コロナウイルス感染症等の入院患者及び重症患者の受入れ医

療機関の調整を行うこと。 

 

○ なお、受入れ調整のみならず、搬送についても都道府県調整本部が中心と

なって調整行うことを想定しており、搬送の手配については「V.搬送につい

て」でお示しするものを参考に対応すること。 

 

〇 都道府県調整本部では、メンバーは必要に応じてテレビ会議などを活用し

て参画することを検討すること。 

 

〇 都道府県調整本部については、統括 DMAT などの関係者との協議の上、都

道府県の実情を踏まえて DMAT メンバーの参画も考えられる。その際、DMAT

は、県内外を問わず搬送調整等を行えること、DMAT カーを有すること、DMAT

隊員は共通の養成プログラムを受講していることから他県の DMAT とも一緒

に活動等を行うことができること、DMAT ロジスティックスチーム研修を経

験していること等の強みを有するが、その一方で、DMAT は非被災県の DMAT

が被災県の要請に基づいて援助を行うという基本的な枠組みがあり、また原

則として活動期間は災害急性期（48 時間以内）とされていることに留意が

必要である。つまり、今般の新型コロナウイルス感染症については国内で幅

広く拡がる可能性があり、非被災県という考え方がしにくいこと、また、今

後、数ヶ月単位で感染症の拡がりが起きうること等を踏まえる必要がある。 

 

〇 「III.シナリオに基づくピーク時の医療提供体制の整備について」以降に

示す患者の受入れ調整及び搬送調整は、都道府県調整本部が中心となって行

う。 
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III. （削除） 

 

IV. 医療従事者の確保 

○ 新型コロナウイルス感染症に対応する医療提供体制整備については、医療

機関及び病床の確保のみならず、医療従事者の確保が重要である。医療従事者

の確保については、新型コロナウイルス感染症患者に対応する医療従事者だ

けではなく、他の疾患の診療を行う医療従事者の確保も行うことが重要であ

る。このようなことから、各医療機関のおけるこのような医療従事者の把握に

努めるとともに、地域の診療所など一般の医療機関に勤務している医療従事

者の派遣や、現在、医療機関に従事していない医師、看護師、臨床工学技士等

の把握と臨時の職務復帰による医療従事者の確保策についても予め検討して

おくこと。 

 

〇 また、特に専門性を有する ECMO を管理する体制の確保が急務となることが

考えられるため、過去に ECMO の管理経験のある看護師や臨床工学技士等につ

いては、別途、把握しておくことが望ましい。 

 

〇 実際に、新型コロナウイルス感染症患者の入院受入れ医療機関へ重点的に

医師を配置する場合、当該医療機関の他の医療提供を縮小する、あるいは新型

コロナウイルス感染症患者以外の患者を他の医療機関で対応する医療機関に

転院させる等の対応を行う必要が出てくる。その際には、地域の医療機能を維

持するために必要な医療機関への医療従事者の派遣などを検討する。その際

には、地域の全体の医療機能をバランスよく維持できるよう、地域の医師会、

看護協会等と十分に調整を行う。 

 

〇 さらに、新型コロナウイルス感染症患者（疑われる者も含む）を診療するに

当たっては感染予防策を徹底するとともに、感染予防策を適切に講じている

場合には新型コロナウイルス感染症患者を診療に携わった場合であっても濃

厚接触者に該当せず、派遣元の医療機関も含め、他の疾患の患者の診療等を行

っても差し支えないとの取扱いを周知すること。仮に派遣元の医療機関等が、

患者等の不安に対応するため自主的に診療の制限を行う場合には、その対象

及び期間を最小限とすること。 

 

〇 感染症指定医療機関等の医療機関において「帰国者・接触者外来」が設置さ
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れている場合であっても、入院患者や重症者の治療に専念できるよう、地域の

関係者と調整の上、当該医療機関を新型コロナウイルス感染症が疑われる方

の外来診療を原則として行わないこととする医療機関として指定することも

検討すること。 

 

〇 夜間・休日の外来診療体制については、救急外来を設置していない医療機関

に対しても診療時間の延長や夜間外来を輪番制で行うことを求める、在宅医

療が可能な方に対しては在宅医療で治療を行うなど、地域の医療機関や医師

会等との連携を図りつつ、地域全体で医療従事者の確保に努めること。 

 

〇 感染拡大状況に応じて、医療従事者の確保及び病床の確保のため、必要に応

じて医師の判断により延期が可能と考えられる予定手術及び予定入院の延期

も検討すること。 
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V. 搬送について 

〇 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法

律第 114 号）に基づき、入院勧告を受けた新型コロナウイルス感染症患者の

医療機関への移送については、原則、都道府県知事（保健所設置市の場合は

市長又は特別区の場合は区長）が行う業務とされており、現在、患者の移送

については、既に保健所等と、医療機関や消防機関などの関係者間で調整・

連携体制をとっていることが想定されるため、その体制を維持しつつ以下の

搬送の考え方に基づき、都道府県調整本部において地域の患者の搬送体制を

構築すること。 

 

○ 「I.医療提供体制整備の基本的な考え方」に基づき、新型コロナウイルス

感染症患者については、基本的には都道府県内の医療機関で受入れを調整す

るため、患者搬送も県内で行われることが想定される。 

 

〇 人工呼吸器を装着しているような重症者の搬送については、医師の同乗が

必要となるため、病院救急車やドクターカーでの搬送が原則となる。そのた

め、医師の同乗が必要ではない患者の搬送については、保健所の所有する車

両、民間救急車や消防機関の救急車を要請することが想定される。 

 

〇 そうしたことを踏まえ、地域の実情や搬送される患者の状態に応じて、保

健所の所有する車両、消防機関の救急車、民間救急車、病院救急車、ドクタ

ーカーを活用する。必要に応じて、DMAT が活動している場合は患者収容型

の DMAT カーでの搬送や自衛隊に協力を求めることも検討すること。 

 

〇 また、都道府県単位で医療提供体制を整備し、必要に応じて広域調整も行

われるため、市区町村境を超えた搬送、都道府県域を超えた広域搬送が行わ

れることを前提に、医療機関や消防機関などの関係者も含めて都道府県調整

本部中心に患者搬送手段について事前に協議を行うとともに、搬送体制につ

いて関係者に事前に周知を徹底すること。 

 

〇 都道府県域を超える搬送が必要な場合には、都道府県調整本部の広域調整

担当者を中心に調整を行った後、搬送手段を手配する。なお、県域を越えた

搬送は重症者が想定されるが、長時間の搬送に耐えられるか、患者の状態を

確認した上で、医師の同乗の下、搬送を行うこと。 
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VI.医療物資関係について 

〇 上記に基づき、新型コロナウイルス感染症患者の対応を行う医療機関に優

先的に医療物資の配布を行う必要があるため、例えば、医療機関向けマスクに

ついて、その不足により医療現場に支障が生じないよう、都道府県において随

時ニーズを把握した上で、増産と輸入拡大を通じて確保したマスクを、自治体

を経由する等して、必要な医療機関を対象に優先配布する等、医療物資を適切

かつ重点的に配分する仕組みするについて検討すること。 

 

以上 

 


